　　　　　　　　　　見守りネットワーク支援事業実施要領
（趣　旨）

第１条　この要領は、学区・地区内で安否の確認や火の取扱いに注意を要すると思われる方や世帯など周囲で見守りが必要な方にネットを張り巡らせ、支援を行っていくのに必要な事項を定めるものである。
（実施主体）

第２条　学区・地区社会福祉協議会（以下「学区・地区社協」という。）が実施　し、酒田市社会福祉協議会（以下「酒田市社協」という。）と酒田市福祉事務所が活動を支援する。
（事業内容）

第３条　次の各号に掲げる事業を行う。

（１）自治会長、民生委員・児童委員（以下「民生児童委員」という。）が協議して、学区・地区内に居住している「安否の確認や火の取扱いに注意を要する方」をネットワーク対象者として選定し、ネットワーク対象者名簿を作成する。
（２）ネットワーク対象者ごとに、気心の許せる近所の人による「福祉隣組」を２人ないし３人で組織する。
（３）「福祉隣組」は、ネットワーク対象者の安否の確認等を行う。
（４）学区・地区にネットワーク対象者おおむね１０人の範囲内で１人の「福祉協力員」を配置する。
（５）「福祉協力員」は、酒田市社協会長が学区・地区の推薦を受け委嘱する。
（６）「福祉協力員」は、「福祉隣組」を定期的に巡回し、ネットワーク対象者の状況を把握する。また、ネットワーク対象者の防災対策に必要な情報の収集に努めるとともに、地域の防災組織に協力する。
（７）「福祉隣組」は、ネットワーク対象者の異変を発見したとき、状況に応じて救急車等を要請し、「福祉協力員」へ連絡する。「福祉協力員」は状況を確認した後、「民生児童委員」、「自治会長」へ連絡する。「民生児童委員」、「自治会長」はネットワーク対象者の緊急連絡先や関係機関への連絡を行うなど、迅速且つ円滑なネットワーク支援体制を確立する。
（８）「学区・地区社協」は学区・地区内において見守りネットワークの体制について周知徹底を図る。
（９）「学区・地区社協」は、自治会長及び民生児童委員並びに福祉協力員等関係者を一堂に会する機会を設け、学区・地区内のネットワーク対象者について、情報交換及び共有を図る。

（１０）その他目的達成のため必要な事業
（個人情報の保護）

第４条　ネットワーク対象者の個人情報を保護するために「ネットワーク対象者名簿台帳取扱要領」を別に定める。
（酒田市福祉事務所及び酒田市社協の役割）

第５条　酒田市福祉事務所及び酒田市社協は、次の役割を担う。
（１）学区・地区社協の事業及び運営を支援する。
（２）学区・地区社協の運営費を予算の範囲内で補助する。
（３）その他、見守りネットワーク支援事業に必要な連絡調整を行う。
（その他）
第６条　この要綱に定めるもののほか必要な事項は、会長が別に定める。
附　　則
この要領は、平成１８年４月１日から施行する。
附　　則

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。
附　　則

この要領は、平成２２年４月１日から施行する。
附　　則

この要領は、平成２３年４月１日から施行する。
附　　則

この要領は、平成２４年４月１日から施行する。

